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１　令和２（2020）年度補正予算概要

△ 2,121 河川維持管理費減

17,800

［債務負担行為］

一般会計

［歳　出］

　土木費 （単位：千円）

科　　目 補 正 額 説　　　　　　　　　明 特 定 財 源

河 川 費
△ 2,121 （地方債）河川浚渫事業債

15,401

（追　加）

事   　　　　  項 期　　　間 限　度　額

事   　　　　  項
補　正　前 補　正　後

限　度　額 限　度　額

舗装道補修業務委託料 令和３（2021）年度 113,428

区画線設置業務委託料 令和３（2021）年度

函館駅周辺公共駐車場管理委託料
あ桟　　橋　　駐　　車　　場あ
あ函 館 駅 前 広 場 駐 車 場あ

若   松   町   駐   車  場

千円
円

68,665

千円
円

68,000

千円
円

143,000
道 路 整 備 事 業 費
（中環状通舗装事業）

令和３（2021）年度

道路清掃業務委 託料 令和３（2021）年度 4,631

（変　更）
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２ 函館市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例の骨子

（1）改正理由

道路占用料の額を改定し，および道路占用料の徴収の期日に関する

規定を整備するため。

（2）改正内容

ア 道路法施行令に準じ，道路占用料の額を改定する。

イ 道路占用料の徴収の期日に関する規定を整備する。

（3）施行期日

令和３年４月１日から施行する。
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函館市道路占用料徴収条例新旧対照表 

現行 改正後 

 （占用料の額） 

第２条 占用料の額は，別表のとおりとする。 

 

 （占用料の徴収方法） 

第３条 （略） 

２ 占用料は，納入通知書により占用許可の際に徴収する。ただし，占用

の期間が翌年度以降にわたる場合においては，翌年度以降の占用料は毎

年度当該年度分を年度の初めに徴収する。 

 

 別表（第２条関係） 

 

第２条 （略） 

 

 （占用料の徴収方法） 

第３条 （略） 

２ 占用料は，納入通知書により占用許可の際に徴収する。ただし，占用

の期間が翌年度以降にわたる場合においては，翌年度以降の占用料は毎

年度当該年度分を４月３０日までに徴収する。 

 

 別表（第２条関係） 

 占用物件 単位 占用料の額   占用物件 単位 占用料の額  

 法第32条

第１項第

１号に掲

げる工作

物 

第１種電柱 １本につ

き１年 

440  法第32条

第１項第

１号に掲

げる工作

物 

第１種電柱 １本につ

き１年 

510  

第２種電柱 680  第２種電柱 790  

第３種電柱 920  第３種電柱 1,100  

第１種電話柱 400  第１種電話柱 460  

第２種電話柱 630  第２種電話柱 730  

第３種電話柱 870  第３種電話柱 1,000  

その他の柱類 40  その他の柱類 46  

共架電線その他上空に設

ける線類 

長さ１メ

ートルに

つき１年 

４ 共架電線その他上空に設

ける線類 

長さ１メ

ートルに

つき１年 

５  

地下に設ける電線その他

の線類 

２ 地下に設ける電線その他

の線類 

３  

路上に設ける変圧器 １個につ

き１年 

390  路上に設ける変圧器 １個につ

き１年 

450  

地下に設ける変圧器 占用面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

240  地下に設ける変圧器 占用面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

270  

変圧塔その他これに類す

るものおよび公衆電話所 

１個につ

き１年 

790  変圧塔その他これに類す

るものおよび公衆電話所 

１個につ

き１年 

910  

3



 
 

郵便差出箱および信書便

差出箱 

330  郵便差出箱および信書便

差出箱 

380  

広告塔 表示面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

1,700  広告塔 表示面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

1,900  

その他のもの 占用面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

790  その他のもの 占用面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

910  

法第32条

第１項第

２号に掲

げる物件 

外径が0.07メートル未満

のもの 

長さ１メ

ートルに

つき１年 

17  法第32条

第１項第

２号に掲

げる物件 

外径が0.07メートル未満

のもの 

長さ１メ

ートルに

つき１年 

19  

外径が0.07メートル以上

0.1メートル未満のもの 

24  外径が0.07メートル以上

0.1メートル未満のもの 

27  

外径が 0.1メートル以上

0.15メートル未満のもの 

36  外径が 0.1メートル以上

0.15メートル未満のもの 

41  

外径が0.15メートル以上

0.2メートル未満のもの 

47  外径が0.15メートル以上

0.2メートル未満のもの 

55  

外径が 0.2メートル以上

0.3メートル未満のもの 

71  外径が 0.2メートル以上

0.3メートル未満のもの 

82  

外径が 0.3メートル以上

0.4メートル未満のもの 

95  外径が 0.3メートル以上

0.4メートル未満のもの 

110  

外径が 0.4メートル以上

0.7メートル未満のもの 

170  外径が 0.4メートル以上

0.7メートル未満のもの 

190  

外径が0.7メートル以上１

メートル未満のもの 

240  外径が0.7メートル以上１

メートル未満のもの 

270  

外径が１メートル以上の

もの 

470  外径が１メートル以上の

もの 

550  

法第32条第１項第３号および第４号

に掲げる施設 

占用面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

790  法第32条第１項第３号および第４号

に掲げる施設 

占用面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

910  

法第32条

第１項第

地 下 街 お よ

び地下室 

階 数 が １ の

もの 

Ａに0.005を乗じて得

た額 

  法第32条

第１項第

地 下 街 お よ

び地下室 

階 数 が １ の

もの 

Ａに0.005を乗じて得

た額 
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 ５号に掲

げる施設 

階 数 が ２ の

もの 

 

 

占用面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

Ａに0.008を乗じて得

た額 

  ５号に掲

げる施設 

階 数 が ２ の

もの 

 

 

占用面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

Ａに0.008を乗じて得

た額 

 

 階 数 が ３ 以

上のもの  

Ａに0.01を乗じて得

た額 

  階 数 が ３ 以

上のもの 

Ａに0.01を乗じて得

た額 

 

 上空に設ける通路 870  上空に設ける通路 930  

地下に設ける通路 520  地下に設ける通路 560  

その他のもの 790  その他のもの 910  

法第32条

第１項第

６号に掲

げる施設 

祭礼，縁日等に際し，一時

的に設けるもの 

占用面積

１平方メ

ートルに

つき１日 

17  法第32条

第１項第

６号に掲

げる施設 

祭礼，縁日等に際し，一時

的に設けるもの 

占用面積

１平方メ

ートルに

つき１日 

19  

その他のもの 占用面積

１平方メ

ートルに

つき１月 

170  その他のもの 占用面積

１平方メ

ートルに

つき１月 

190  

道路法施

行令（昭

和27年政

令 第 479

号。以下

「政令」

という。）

第７条第

１号に掲

げる物件 

看板（アーチ

で あ る も の

を除く。） 

一 時 的 に 設

けるもの 

表示面積

１平方メ

ートルに

つき１月 

170  道路法施

行令（昭

和27年政

令 第 479

号。以下

「政令」

という。）

第７条第

１号に掲

げる物件 

看板（アーチ

で あ る も の

を除く。） 

一 時 的 に 設

けるもの 

表示面積

１平方メ

ートルに

つき１月 

190  

そ の 他 の も

の 

表示面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

1,700  そ の 他 の も

の 

表示面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

1,900  

標識 １本につ

き１年 

630  標識 １本につ

き１年 

730  

旗ざお 祭礼，縁日等

に際し，一時

的 に 設 け る

もの 

１本につ

き１日 

17  旗ざお 祭礼，縁日等

に際し，一時

的 に 設 け る

もの 

１本につ

き１日 

19  

そ の 他 の も

の 

１本につ

き１月 

170  そ の 他 の も

の 

１本につ

き１月 

190  

幕（政令第７祭礼，縁日等その面積 17  幕（政令第７祭礼，縁日等その面積 19  
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条 第 ４ 号 に

掲 げ る 工 事

用 施 設 で あ

る も の を 除

く。） 

に際し，一時

的 に 設 け る

もの 

１平方メ

ートルに

つき１日 

条 第 ４ 号 に

掲 げ る 工 事

用 施 設 で あ

る も の を 除

く。） 

に際し，一時

的 に 設 け る

もの 

１平方メ

ートルに

つき１日 

そ の 他 の も

の 

その面積

１平方メ

ートルに

つき１月 

170  そ の 他 の も

の 

その面積

１平方メ

ートルに

つき１月 

190  

アーチ 車 道 を 横 断

するもの 

１基につ

き１月 

1,700  アーチ 車 道 を 横 断

するもの 

１基につ

き１月 

1,900  

そ の 他 の も

の 

870  そ の 他 の も

の 

930  

政令第７条第２号に掲げる工作物 占用面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

790  政令第７条第２号に掲げる工作物 占用面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

910  

政令第７条第３号に掲げる施設 Ａに0.034を乗じて得

た額 

  政令第７条第３号に掲げる施設 Ａに0.033を乗じて得

た額 

 

 政令第７条第４号に掲げる工事用施

設および同条第５号に掲げる工事用

材料 

占用面積

１平方メ

ートルに

つき１月 

170  政令第７条第４号に掲げる工事用施

設および同条第５号に掲げる工事用

材料 

占用面積

１平方メ

ートルに

つき１月 

190  

政令第７条第６号に掲げる仮設建築

物および同条第７号に掲げる施設 

79  政令第７条第６号に掲げる仮設建築

物および同条第７号に掲げる施設 

91  

政令第７

条第８号

に掲げる

施設 

トンネルの上または高架

の道路の路面下（当該路面

下の地下を除く。）に設け

るもの 

占用面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａに0.017を乗じて得

た額 

  政令第７

条第８号

に掲げる

施設 

トンネルの上または高架

の道路の路面下（当該路面

下の地下を除く。）に設け

るもの 

占用面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａに0.016を乗じて得

た額 

 

 上空に設けるもの Ａに0.024を乗じて得

た額 

  上空に設けるもの Ａに0.023を乗じて得

た額 

 

 地下（トンネ

ルの上の地

下を除く。）

に設けるも

の 

階数が１のも

の 

Ａに0.005を乗じて得

た額 

  地下（トンネ

ルの上の地

下を除く。）

に設けるも

の 

階数が１のも

の 

Ａに0.005を乗じて得

た額 

 

 階数が２のも

の 

Ａに0.008を乗じて得

た額 

  階数が２のも

の 

Ａに0.008を乗じて得

た額 

 

 階数が３以上

のもの 

Ａに0.01を乗じて得

た額 

  階数が３以上

のもの 

Ａに0.01を乗じて得

た額 
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 その他のもの  

 

占用面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

Ａに0.034を乗じて得

た額 

  その他のもの  

 

占用面積

１平方メ

ートルに

つき１年 

Ａに0.033を乗じて得

た額 

 

 政令第７

条第９号

に掲げる

施設 

建築物 Ａに0.017を乗じて得

た額 

  政令第７

条第９号

に掲げる

施設 

建築物 Ａに0.016を乗じて得

た額 

 

 その他のもの Ａに0.012を乗じて得

た額 

  その他のもの 

 

 

Ａに0.012を乗じて得

た額 

 

 政令第７

条第10号

に掲げる

施設およ

び自動車

駐車場 

建築物 Ａに0.024を乗じて得

た額 

  政令第７

条第10号

に掲げる

施設およ

び自動車

駐車場 

建築物 Ａに0.023を乗じて得

た額 

 

 その他のもの Ａに0.012を乗じて得

た額 

  その他のもの Ａに0.012を乗じて得

た額 

 

 政令第７

条第11号

に掲げる

応急仮設

建築物 

トンネルの上または高架

の道路の路面下に設ける

もの 

Ａに0.017を乗じて得

た額 

  政令第７

条第11号

に掲げる

応急仮設

建築物 

トンネルの上または高架

の道路の路面下に設ける

もの 

Ａに0.016を乗じて得

た額 

 

 上空に設けるもの Ａに0.024を乗じて得

た額 

  上空に設けるもの Ａに0.023を乗じて得

た額 

 

 その他のもの Ａに0.034を乗じて得

た額 

  その他のもの Ａに0.033を乗じて得

た額 

 

 政令第７条第12号に掲げる器具 Ａに0.034を乗じて得

た額 

  政令第７条第12号に掲げる器具 Ａに0.033を乗じて得

た額 

 

 政令第７

条第13号

に掲げる

施設 

トンネルの上または自動

車専用道路（高架のものに

限る。）の路面下に設ける

もの 

Ａに0.017を乗じて得

た額 

  政令第７

条第13号

に掲げる

施設 

トンネルの上または自動

車専用道路（高架のものに

限る。）の路面下に設ける

もの 

Ａに0.016を乗じて得

た額 

 

 上空に設けるもの Ａに0.024を乗じて得

た額 

  上空に設けるもの Ａに0.023を乗じて得

た額 

 

 その他のもの Ａに0.034を乗じて得

た額 

  その他のもの Ａに0.033を乗じて得

た額 

 

 備考 

１ 占用料の額の単位は，円とする。 

  備考 

１ 占用料の額の単位は，円とする。 
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２ 第１種電柱とは，電柱（当該電柱に設置される変圧器を含む。

以下同じ。）のうち３条以下の電線（当該電柱を設置する者が

設置するものに限る。以下この項において同じ。）を支持する

ものを，第２種電柱とは，電柱のうち４条または５条の電線を

支持するものを，第３種電柱とは，電柱のうち６条以上の電線

を支持するものをいうものとする。 

３ 第１種電話柱とは，電話柱（電話その他の通信または放送の

用に供する電線を支持する柱をいい，電柱であるものを除く。

以下同じ。）のうち３条以下の電線（当該電話柱を設置する者

が設置するものに限る。以下この項において同じ。）を支持す

るものを，第２種電話柱とは，電話柱のうち４条または５条の

電線を支持するものを，第３種電話柱とは，電話柱のうち６条

以上の電線を支持するものをいうものとする。 

４ 共架電線とは，電柱または電話柱を設置する者以外の者が当

該電柱または電話柱に設置する電線をいうものとする。 

５ 表示面積とは，広告塔または看板の表示部分の面積をいうも

のとする。 

６ Ａは，近傍類似の土地の時価を表すものとする。 

７ 占用面積，表示面積もしくは占用物件の面積もしくは長さが

０．０１平方メートルもしくは０．０１メートル未満であると

き，またはこれらの面積もしくは長さに０．０１平方メートル

もしくは０．０１メートル未満の端数があるときは，その全面

積もしくは全長またはその端数の面積もしくは長さを切り捨て

て計算するものとする。  

８ 占用料の額が年額で定められている占用物件に係る占用の期

間が１年未満であるとき，またはその期間に１年未満の端数が

あるときは月割をもつて計算し，なお，１月未満の端数がある

ときは１月として計算し，占用料の額が月額で定められている

占用物件に係る占用の期間が１月未満であるとき，またはその

期間に１月未満の端数があるときは１月として計算するものと

する。 

２ 第１種電柱とは，電柱（当該電柱に設置される変圧器を含む。

以下同じ。）のうち３条以下の電線（当該電柱を設置する者が

設置するものに限る。以下この項において同じ。）を支持する

ものを，第２種電柱とは，電柱のうち４条または５条の電線を

支持するものを，第３種電柱とは，電柱のうち６条以上の電線

を支持するものをいうものとする。 

３ 第１種電話柱とは，電話柱（電話その他の通信または放送の

用に供する電線を支持する柱をいい，電柱であるものを除く。

以下同じ。）のうち３条以下の電線（当該電話柱を設置する者

が設置するものに限る。以下この項において同じ。）を支持す

るものを，第２種電話柱とは，電話柱のうち４条または５条の

電線を支持するものを，第３種電話柱とは，電話柱のうち６条

以上の電線を支持するものをいうものとする。 

４ 共架電線とは，電柱または電話柱を設置する者以外の者が当

該電柱または電話柱に設置する電線をいうものとする。 

５ 表示面積とは，広告塔または看板の表示部分の面積をいうも

のとする。 

６ Ａは，近傍類似の土地の時価を表すものとする。 

７ 占用面積，表示面積もしくは占用物件の面積もしくは長さが

０．０１平方メートルもしくは０．０１メートル未満であると

き，またはこれらの面積もしくは長さに０．０１平方メートル

もしくは０．０１メートル未満の端数があるときは，その全面

積もしくは全長またはその端数の面積もしくは長さを切り捨て

て計算するものとする。 

８ 占用料の額が年額で定められている占用物件に係る占用の期

間が１年未満であるとき，またはその期間に１年未満の端数が

あるときは月割をもつて計算し，なお，１月未満の端数がある

ときは１月として計算し，占用料の額が月額で定められている

占用物件に係る占用の期間が１月未満であるとき，またはその

期間に１月未満の端数があるときは１月として計算するものと

する。 
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３ 函館市流水占用料等徴収条例の一部を改正する条例の骨子

（1）改正理由

河川法の規定を準用する河川に係る流水占用料，土地占用料および

土石採取料その他河川産出物採取料の額を改定し，ならびに河川産出

物採取料に関する規定を整備するため。

（2）改正内容

ア 北海道河川法施行条例に準じ，河川法の規定を準用する河川に係

る流水占用料，土地占用料および土石採取料その他河川産出物採取

料の額を改定する。

イ 河川産出物採取料に関する規定を整備する。

（3）施行期日

令和３年４月１日から施行する。ただし，イの改正内容は，公布の

日から施行する。
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函館市流水占用料等徴収条例新旧対照表（平成１２年函館市条例第３４号）
【第１条関係】

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）
１　流水占用料 １　流水占用料

区分 単位 摘要 区分 単位 摘要

２　土地占用料 ２　土地占用料

３　土石採取料その他の河川産出物採取料 ３　土石採取料その他の河川産出物採取料

区分 区分
土砂 土砂

砂 砂

切込砂利 切込砂利

砂利 砂利

栗石 栗石

玉石 玉石

転石 転石

芝草 芝草

木杭 木杭

現　　行 改　正　案

１平方メー
トル

54円

１束 108円 胴径30センチメートルで元口径
４センチメートル以内，長さ
1.2メートルのものを標準とす
る。

172円80銭 直径0.5センチメートル以上８
センチメートル未満のもので土
砂を含まないもの

略

略 略

直径15センチメートル以上30セ
ンチメートル未満のもの

単価単位

単価 区分 単位 単価

１立方メー
トル

961円20銭 直径30センチメートル以上のも
の

単位

直径８センチメートル以上15セ
ンチメートル未満のもの

226円80銭

直径30センチメートル以上のも
の

直径15センチメートル以上30セ
ンチメートル未満のもの

直径８センチメートル以上15セ
ンチメートル未満のもの

54円

胴径30センチメートルで元口径
４センチメートル以内，長さ
1.2メートルのものを標準とす
る。

期間 単価

直径0.5センチメートル以上８
センチメートル未満のもので土
砂交じりのもの

直径0.5センチメートル未満の
もの

客土用または盛土用土砂で砂利
の入らないもの

摘要 単価 摘要
１立方メー
トル

140円40銭 客土用または盛土用土砂で砂利
の入らないもの

172円80銭 直径0.5センチメートル未満の
もの

172円80銭 直径0.5センチメートル以上８
センチメートル未満のもので土
砂交じりのもの

略

直径0.5センチメートル以上８
センチメートル未満のもので土
砂を含まないもの

172円80銭

172円80銭

172円80銭

226円80銭

961円20銭

108円

172円80銭

単位

140円40銭

172円80銭

単価期間

区分

１平方メー
トル

１束

1
0



粗朶 粗朶

帯梢 帯梢

凍氷

その他

１束（25
本）

108円 １本につき元口径３センチメー
トルで長さ3.5メートルのもの
を標準とする。

64円80銭 胴径30センチメートルで長さ
3.5メートルのものを標準とす
る。

市長が定め
る単位

市長が定め
る額

54円
あ し ， か
や，ささお
よび雑草

100キログ
ラム 75円60銭

１束（25
本）

100キログ
ラム

75円60銭

64円80銭

108円 １本につき元口径３センチメー
トルで長さ3.5メートルのもの
を標準とする。

胴径30センチメートルで長さ
3.5メートルのものを標準とす
る。

備考備考
１件の採取に係る許可の採取量が１立方メートル，１平方メートルま
たは100キログラム未満であるときは１立方メートル，１平方メートル
または100キログラムとして計算するものとし，当該採取量に１立方
メートル，１平方メートルまたは100キログラム未満の端数があるとき
はその端数を１立方メートル，１平方メートルまたは100キログラムと
して計算するものとする。

１件の採取に係る許可の採取量が１立方メートル，１平方メートルま
たは100キログラム未満であるときは１立方メートル，１平方メートル
または100キログラムとして計算するものとし，当該採取量に１立方
メートル，１平方メートルまたは100キログラム未満の端数があるとき
はその端数を１立方メートル，１平方メートルまたは100キログラムと
して計算するものとする。

あし，か
や，ささお
よび雑草

1
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函館市流水占用料等徴収条例新旧対照表（平成１２年函館市条例第３４号）
【第２条関係】

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）
１　流水占用料 １　流水占用料

区分 単位 摘要 区分 単位 摘要
鉱工業用水 鉱工業経営に必

要な用水（汽か
ん冷却用水を除
く。）

鉱工業用水 鉱工業経営に必
要な用水（汽か
ん冷却用水を除
く。）

汽かん冷却
用水

汽かん冷却
用水

農水産物加
工用水

農業者にあって
は自家生産物
を，水産業者に
あっては漁獲物
等を直接加工す
るために必要な
用水に限る。

農水産物加
工用水

農業者にあって
は自家生産物
を，水産業者に
あっては漁獲物
等を直接加工す
るために必要な
用水に限る。

魚族養殖用
水

魚族養殖用
水

鉱泉用水 １口 土地占用料を徴
収しない場合に
限る。

鉱泉用水 １口 土地占用料を徴
収しない場合に
限る。

その他の用
水

毎秒0.01
立方メー
トル

その他の用
水

毎秒0.01
立方メー
トル

１年度ま
たは１使
用期間

6,912円 １年度ま
たは１使
用期間

7,810円

現　　行 改　正　案

期間 単価 期間 単価

10,260円 11,550円

１年度 類似の土地の価
格（地方税法
（昭和25年法律
第226号）第349
条に規定する固
定資産課税台帳
に登録された価
格をいう。以下
同じ。）に100分
の６を乗じて得
た額に100分の
108を乗じて得た
額

１年度 類似の土地の価
格（地方税法
（昭和25年法律
第226号）第349
条に規定する固
定資産課税台帳
に登録された価
格をいう。以下
同じ。）に100分
の６を乗じて得
た額に100分の
110を乗じて得た
額

毎秒0.01
立方メー
トル

１年度ま
たは１使
用期間

36,936円 毎秒0.01
立方メー
トル

１年度ま
たは１使
用期間

41,580円

6,912円 7,810円

3,456円 3,850円

1
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２　土地占用料 ２　土地占用料

建造工作物敷地（外径
が0.4メートル以上の管
を埋設する場合の敷地
を含む。）

１平方メー
トルにつき
１年

近傍類似の土地の１平方メー
トル当たりの価格に100分の
６を乗じて得た額（その額が
20円に満たない場合にあって
は，20円）

建造工作物敷地（外径
が0.4メートル以上の管
を埋設する場合の敷地
を含む。）

１平方メー
トルにつき
１年

近傍類似の土地の１平方メー
トル当たりの価格に100分の
６を乗じて得た額（その額が
20円に満たない場合にあって
は，20円）

農耕用敷地 近傍類似の土地の１平方メー
トル当たりの小作料の標準額
（農地法等の一部を改正する
法律（平成21年法律第57号。
以下「改正法」という。）第
１条の規定による改正前の農
地法（昭和27年法律第229
号）第23条第１項の規定に基
づき函館市農業委員会が改正
法の施行の日の前日において
定めていた小作料の標準額を
いう。以下同じ。）

農耕用敷地 近傍類似の土地の１平方メー
トル当たりの小作料の標準額
（農地法等の一部を改正する
法律（平成21年法律第57号。
以下「改正法」という。）第
１条の規定による改正前の農
地法（昭和27年法律第229
号）第23条第１項の規定に基
づき函館市農業委員会が改正
法の施行の日の前日において
定めていた小作料の標準額を
いう。以下同じ。）

鉱泉地 １口につき
１年

類似の土地の価格に100分の
６を乗じて得た額

鉱泉地 １口につき
１年

類似の土地の価格に100分の
６を乗じて得た額

区分 単位 単価 区分 単位 単価

１ 流水占用料は，年割りで算定するものとし，当該占用に係る許
可の期間が年度の中途で開始するものにあってはその開始の日の属
する月から起算し，年度の中途で終了するものにあってはその終了
の日の属する月までにつき，月割りで計算するものとする。

１ 流水占用料は，年割りで算定するものとし，当該占用に係る許
可の期間が年度の中途で開始するものにあってはその開始の日の属
する月から起算し，年度の中途で終了するものにあってはその終了
の日の属する月までにつき，月割りで計算するものとする。

２ １件の占用に係る許可の水量が毎秒0.01立方メートル未満であ
るときは毎秒0.01立方メートルとして計算するものとし，当該水量
に毎秒0.01立方メートル未満の端数があるときはその端数を毎秒
0.01立方メートルとして計算するものとする。

２ １件の占用に係る許可の水量が毎秒0.01立方メートル未満であ
るときは毎秒0.01立方メートルとして計算するものとし，当該水量
に毎秒0.01立方メートル未満の端数があるときはその端数を毎秒
0.01立方メートルとして計算するものとする。

３ 期間の欄中「１使用期間」とは，毎年度における水利使用に係
る操業期間をいう。

３ 期間の欄中「１使用期間」とは，毎年度における水利使用に係
る操業期間をいう。

備考 備考

1
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外径が0.07
メートル以
上 0.1 メ ー
トル未満の
もの

27円

外 径 が 0.1
メートル以
上0.15メー
トル未満の
もの

36円 外 径 が 0.1
メートル以
上0.15メー
トル未満の
もの

41円

鉄道および軌道敷地 80円

外径が0.4
メートル未
満の管の埋
設

外径が0.07
メートル未
満のもの

１メートル
につき１年

17円 外径が0.4
メートル未
満の管の埋
設

外径が0.07
メートル未
満のもの

外径が0.15
メートル以
上 0.2 メ ー
トル未満の
もの

47円 外径が0.15
メートル以
上 0.2 メ ー
トル未満の
もの

55円

外 径 が 0.2
メートル以
上 0.3 メ ー
トル未満の
もの

71円 外 径 が 0.2
メートル以
上 0.3 メ ー
トル未満の
もの

82円

１メートル
につき１年

19円

外径が0.07
メートル以
上 0.1 メ ー
トル未満の
もの

24円

その他の敷地 近傍類似の土地の１平方メー
トル当たりの価格に100分の
５を乗じて得た額（その額が
10円に満たない場合にあって
は，10円）

その他の敷地 近傍類似の土地の１平方メー
トル当たりの価格に100分の
５を乗じて得た額（その額が
10円に満たない場合にあって
は，10円）

漁業および養殖用水面 20円 漁業および養殖用水面 20円

採草および放牧用敷地 近傍の畑の用に供している土
地の１平方メートル当たりの
小作料の標準額に100分の60
を乗じて得た額

採草および放牧用敷地 近傍の畑の用に供している土
地の１平方メートル当たりの
小作料の標準額に100分の60
を乗じて得た額

鉄道および軌道敷地 80円

1
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第１種電柱 第１種電柱

第２種電柱 第２種電柱

第３種電柱 第３種電柱

第１種電話
柱

第１種電話
柱

第２種電話
柱

第２種電話
柱

第３種電話
柱

第３種電話
柱

その他の柱
類

その他の柱
類

共架電線そ
の他上空に
設ける線類

共架電線そ
の他上空に
設ける線類

鉄塔 鉄塔

２　１件の占用に係る許可の面積もしくは物件の長さが０．０１平
方メートルもしくは０．０１メートル未満であるとき，または当該
面積もしくは物件の長さに０．０１平方メートルもしくは０．０１
メートル未満の端数があるときは，その全面積もしくは全長または
その端数の面積もしくは長さを切り捨てて計算するものとする。

２　１件の占用に係る許可の面積もしくは物件の長さが０．０１平
方メートルもしくは０．０１メートル未満であるとき，または当該
面積もしくは物件の長さに０．０１平方メートルもしくは０．０１
メートル未満の端数があるときは，その全面積もしくは全長または
その端数の面積もしくは長さを切り捨てて計算するものとする。

１基につき
１年

790円 １基につき
１年

910円

１本につき
１年

510円

680円 790円

920円 1,100円

備考 備考
１　占用に係る許可の期間が１年未満であるとき，または当該期間
に１年未満の端数があるときは月割りをもって計算するものとし，
１月未満の端数があるときは１月として計算するものとする。

１　占用に係る許可の期間が１年未満であるとき，または当該期間
に１年未満の端数があるときは月割りをもって計算するものとし，
１月未満の端数があるときは１月として計算するものとする。

40円 46円

１メートル
につき１年

4円 １メートル
につき１年

5円

400円 460円

630円 730円

870円 1,000円

１本につき
１年

440円

外 径 が 0.3
メートル以
上のもの

95円 外 径 が 0.3
メートル以
上のもの

110円

1
5



３　土石採取料その他の河川産出物採取料 ３　土石採取料その他の河川産出物採取料

区分 区分
土砂 土砂

砂 砂

切込砂利 切込砂利

砂利 砂利

栗石 栗石

玉石 玉石

転石 転石

172円80銭 直径８センチメートル以上15
センチメートル未満のもの

176円 直径８センチメートル以上15
センチメートル未満のもの

226円80銭 直径15センチメートル以上30
センチメートル未満のもの

231円 直径15センチメートル以上30
センチメートル未満のもの

172円80銭 直径0.5センチメートル以上
８センチメートル未満のもの
で土砂交じりのもの

176円 直径0.5センチメートル以上
８センチメートル未満のもの
で土砂交じりのもの

172円80銭 直径0.5センチメートル以上
８センチメートル未満のもの
で土砂を含まないもの

176円 直径0.5センチメートル以上
８センチメートル未満のもの
で土砂を含まないもの

961円20銭 直径30センチメートル以上の
もの

979円 直径30センチメートル以上の
もの

１立方メー
トル

140円40銭 客土用または盛土用土砂で砂
利の入らないもの

１立方メー
トル

143円 客土用または盛土用土砂で砂
利の入らないもの

172円80銭 直径0.5センチメートル未満
のもの

176円 直径0.5センチメートル未満
のもの

単位 単価 摘要 単位 単価 摘要

３　第１種電柱とは，電柱（当該電柱に設置される変圧器を含む。
以下同じ。）のうち３条以下の電線（当該電柱を設置する者が設置
するものに限る。以下この項において同じ。）を支持するものを，
第２種電柱とは，電柱のうち４条または５条の電線を支持するもの
を，第３種電柱とは，電柱のうち６条以上の電線を支持するものを
いうものとする。

３　第１種電柱とは，電柱（当該電柱に設置される変圧器を含む。
以下同じ。）のうち３条以下の電線（当該電柱を設置する者が設置
するものに限る。以下この項において同じ。）を支持するものを，
第２種電柱とは，電柱のうち４条または５条の電線を支持するもの
を，第３種電柱とは，電柱のうち６条以上の電線を支持するものを
いうものとする。

４　第１種電話柱とは，電話柱（電話その他の通信または放送の用
に供する電線を支持する柱をいい，電柱であるものを除く。以下同
じ。）のうち３条以下の電線（当該電話柱を設置する者が設置する
ものに限る。以下この項において同じ。）を支持するものを，第２
種電話柱とは，電話柱のうち４条または５条の電線を支持するもの
を，第３種電話柱とは，電話柱のうち６条以上の電線を支持するも
のをいうものとする。

４　第１種電話柱とは，電話柱（電話その他の通信または放送の用
に供する電線を支持する柱をいい，電柱であるものを除く。以下同
じ。）のうち３条以下の電線（当該電話柱を設置する者が設置する
ものに限る。以下この項において同じ。）を支持するものを，第２
種電話柱とは，電話柱のうち４条または５条の電線を支持するもの
を，第３種電話柱とは，電話柱のうち６条以上の電線を支持するも
のをいうものとする。

５　共架電線とは，電柱または電話柱を設置する者以外の者が当該
電柱または電話柱に設置する電線をいうものとする。

５　共架電線とは，電柱または電話柱を設置する者以外の者が当該
電柱または電話柱に設置する電線をいうものとする。

1
6



芝草 芝草

木杭 木杭

粗朶 粗朶

帯梢 帯梢

備考備考

１件の採取に係る許可の採取量が１立方メートル，１平方メートル
または100キログラム未満であるときは１立方メートル，１平方メー
トルまたは100キログラムとして計算するものとし，当該採取量に１
立方メートル，１平方メートルまたは100キログラム未満の端数があ
るときはその端数を１立方メートル，１平方メートルまたは100キロ
グラムとして計算するものとする。

１件の採取に係る許可の採取量が１立方メートル，１平方メートル
または100キログラム未満であるときは１立方メートル，１平方メー
トルまたは100キログラムとして計算するものとし，当該採取量に１
立方メートル，１平方メートルまたは100キログラム未満の端数があ
るときはその端数を１立方メートル，１平方メートルまたは100キロ
グラムとして計算するものとする。

あ し ， か
や，ささお
よび雑草

75円60銭 あ し ， か
や，ささお
よび雑草

100キログ
ラム

77円100キログ
ラム

１平方メー
トル

54円 １平方メー
トル

55円

１束（25
本）

108円 １本につき元口径３センチ
メートルで長さ3.5メートル
のものを標準とする。

１束（25
本）

110円 １本につき元口径３センチ
メートルで長さ3.5メートル
のものを標準とする。

１束 108円 胴径30センチメートルで元口
径４センチメートル以内，長
さ1.2メートルのものを標準
とする。

１束 110円 胴径30センチメートルで元口
径４センチメートル以内，長
さ1.2メートルのものを標準
とする。

64円80銭 胴径30センチメートルで長さ
3.5メートルのものを標準と
する。

66円 胴径30センチメートルで長さ
3.5メートルのものを標準と
する。
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４ 函館市普通河川管理条例の一部を改正する条例の骨子

（1）改正理由

普通河川に係る流水占用料，土地占用料および土石採取料その他河

川産出物採取料の額を改定し，ならびに凍氷等に係る河川産出物採取

料を廃止するため。

（2）改正内容

ア 北海道河川法施行条例に準じ，普通河川に係る流水占用料，土地

占用料および土石採取料その他河川産出物採取料の額を改定する。

イ 凍氷等に係る河川産出物採取料を廃止する。

（3）施行期日

令和３年４月１日から施行する。ただし，イの改正内容は，公布の

日から施行する。
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函館市普通河川管理条例新旧対照表（平成１２年函館市条例第３３号）
【第１条関係】

別表（第２１条関係） 別表（第２１条関係）
１　流水占用料 １　流水占用料

区分 単位 摘要 区分 単位 摘要

２　土地占用料 ２　土地占用料

３　土石採取料その他の河川産出物採取料 ３　土石採取料その他の河川産出物採取料

区分 区分
土砂 土砂

砂 砂

切込砂利 切込砂利

砂利 砂利

栗石 栗石

玉石 玉石

転石 転石

芝草 芝草

木杭 木杭

現　　行 改　正　案

１平方メー
トル

54円

１束 108円 胴径30センチメートルで元口径
４センチメートル以内，長さ
1.2メートルのものを標準とす
る。

172円80銭 直径0.5センチメートル以上８
センチメートル未満のもので土
砂を含まないもの

略

略 略

直径15センチメートル以上30セ
ンチメートル未満のもの

単価単位

単価 区分 単位 単価

１立方メー
トル

961円20銭 直径30センチメートル以上のも
の

単位

直径８センチメートル以上15セ
ンチメートル未満のもの

226円80銭

直径30センチメートル以上のも
の

直径15センチメートル以上30セ
ンチメートル未満のもの

略

直径８センチメートル以上15セ
ンチメートル未満のもの

54円

胴径30センチメートルで元口径
４センチメートル以内，長さ
1.2メートルのものを標準とす
る。

108円

客土用または盛土用土砂で砂利
の入らないもの

172円80銭 直径0.5センチメートル未満の
もの

172円80銭 直径0.5センチメートル以上８
センチメートル未満のもので土
砂交じりのもの

単価期間

172円80銭

172円80銭

172円80銭

226円80銭

961円20銭

期間 単価

直径0.5センチメートル以上８
センチメートル未満のもので土
砂交じりのもの

直径0.5センチメートル未満の
もの

客土用または盛土用土砂で砂利
の入らないもの

単位

140円40銭

172円80銭

区分

１平方メー
トル

１束

直径0.5センチメートル以上８
センチメートル未満のもので土
砂を含まないもの

172円80銭

摘要 単価 摘要
１立方メー
トル

140円40銭
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粗朶 粗朶

帯梢 帯梢

凍氷

その他

１束（25
本）

108円 １本につき元口径３センチメー
トルで長さ3.5メートルのもの
を標準とする。

64円80銭 胴径30センチメートルで長さ
3.5メートルのものを標準とす
る。

市長が定め
る単位

市長が定め
る額

54円 100キログ
ラム

75円60銭
あ し ， か
や，ささお
よび雑草

100キログ
ラム 75円60銭

１束（25
本）

64円80銭

108円 １本につき元口径３センチメー
トルで長さ3.5メートルのもの
を標準とする。

胴径30センチメートルで長さ
3.5メートルのものを標準とす
る。

備考備考
１件の採取に係る許可の採取量が１立方メートル，１平方メートルま
たは100キログラム未満であるときは１立方メートル，１平方メートル
または100キログラムとして計算するものとし，当該採取量に１立方
メートル，１平方メートルまたは100キログラム未満の端数があるとき
はその端数を１立方メートル，１平方メートルまたは100キログラムと
して計算するものとする。

１件の採取に係る許可の採取量が１立方メートル，１平方メートルま
たは100キログラム未満であるときは１立方メートル，１平方メートル
または100キログラムとして計算するものとし，当該採取量に１立方
メートル，１平方メートルまたは100キログラム未満の端数があるとき
はその端数を１立方メートル，１平方メートルまたは100キログラムと
して計算するものとする。

あし，か
や，ささお
よび雑草

2
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函館市普通河川管理条例新旧対照表（平成１２年函館市条例第３３号）
【第２条関係】

別表（第２１条関係） 別表（第２１条関係）
１　流水占用料 １　流水占用料

区分 単位 摘要 区分 単位 摘要
鉱工業用水 鉱工業経営に必

要な用水（汽か
ん冷却用水を除
く。）

鉱工業用水 鉱工業経営に必
要な用水（汽か
ん冷却用水を除
く。）

汽かん冷却
用水

汽かん冷却
用水

農水産物加
工用水

農業者にあって
は自家生産物
を，水産業者に
あっては漁獲物
等を直接加工す
るために必要な
用水に限る。

農水産物加
工用水

農業者にあって
は自家生産物
を，水産業者に
あっては漁獲物
等を直接加工す
るために必要な
用水に限る。

魚族養殖用
水

魚族養殖用
水

鉱泉用水 １口 土地占用料を徴
収しない場合に
限る。

鉱泉用水 １口 土地占用料を徴
収しない場合に
限る。

その他の用
水

毎秒0.01
立方メー
トル

その他の用
水

毎秒0.01
立方メー
トル

１年度ま
たは１使
用期間

6,912円 １年度ま
たは１使
用期間

7,810円

現　　行 改　正　案

期間 単価 期間 単価

10,260円 11,550円

１年度 類似の土地の価
格（地方税法
（昭和25年法律
第226号）第349
条に規定する固
定資産課税台帳
に登録された価
格をいう。以下
同じ。）に100分
の６を乗じて得
た額に100分の
108を乗じて得た
額

１年度 類似の土地の価
格（地方税法
（昭和25年法律
第226号）第349
条に規定する固
定資産課税台帳
に登録された価
格をいう。以下
同じ。）に100分
の６を乗じて得
た額に100分の
110を乗じて得た
額

毎秒0.01
立方メー
トル

１年度ま
たは１使
用期間

36,936円 毎秒0.01
立方メー
トル

１年度ま
たは１使
用期間

41,580円

6,912円 7,810円

3,456円 3,850円
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２　土地占用料 ２　土地占用料

建造工作物敷地（外径
が0.4メートル以上の管
を埋設する場合の敷地
を含む。）

１平方メー
トルにつき
１年

近傍類似の土地の１平方メー
トル当たりの価格に100分の
６を乗じて得た額（その額が
20円に満たない場合にあって
は，20円）

建造工作物敷地（外径
が0.4メートル以上の管
を埋設する場合の敷地
を含む。）

１平方メー
トルにつき
１年

近傍類似の土地の１平方メー
トル当たりの価格に100分の
６を乗じて得た額（その額が
20円に満たない場合にあって
は，20円）

農耕用敷地 近傍類似の土地の１平方メー
トル当たりの小作料の標準額
（農地法等の一部を改正する
法律（平成21年法律第57号。
以下「改正法」という。）第
１条の規定による改正前の農
地法（昭和27年法律第229
号）第23条第１項の規定に基
づき函館市農業委員会が改正
法の施行の日の前日において
定めていた小作料の標準額を
いう。以下同じ。）

農耕用敷地 近傍類似の土地の１平方メー
トル当たりの小作料の標準額
（農地法等の一部を改正する
法律（平成21年法律第57号。
以下「改正法」という。）第
１条の規定による改正前の農
地法（昭和27年法律第229
号）第23条第１項の規定に基
づき函館市農業委員会が改正
法の施行の日の前日において
定めていた小作料の標準額を
いう。以下同じ。）

鉱泉地 １口につき
１年

類似の土地の価格に100分の
６を乗じて得た額

鉱泉地 １口につき
１年

類似の土地の価格に100分の
６を乗じて得た額

区分 単位 単価 区分 単位 単価

１ 流水占用料は，年割りで算定するものとし，当該占用に係る許
可の期間が年度の中途で開始するものにあってはその開始の日の属
する月から起算し，年度の中途で終了するものにあってはその終了
の日の属する月までにつき，月割りで計算するものとする。

１ 流水占用料は，年割りで算定するものとし，当該占用に係る許
可の期間が年度の中途で開始するものにあってはその開始の日の属
する月から起算し，年度の中途で終了するものにあってはその終了
の日の属する月までにつき，月割りで計算するものとする。

２ １件の占用に係る許可の水量が毎秒0.01立方メートル未満であ
るときは毎秒0.01立方メートルとして計算するものとし，当該水量
に毎秒0.01立方メートル未満の端数があるときはその端数を毎秒
0.01立方メートルとして計算するものとする。

２ １件の占用に係る許可の水量が毎秒0.01立方メートル未満であ
るときは毎秒0.01立方メートルとして計算するものとし，当該水量
に毎秒0.01立方メートル未満の端数があるときはその端数を毎秒
0.01立方メートルとして計算するものとする。

３ 期間の欄中「１使用期間」とは，毎年度における水利使用に係
る操業期間をいう。

３ 期間の欄中「１使用期間」とは，毎年度における水利使用に係
る操業期間をいう。

備考 備考

2
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外径が0.07
メートル以
上 0.1 メ ー
トル未満の
もの

27円

外 径 が 0.1
メートル以
上0.15メー
トル未満の
もの

36円 外 径 が 0.1
メートル以
上0.15メー
トル未満の
もの

41円

鉄道および軌道敷地 80円

外径が0.4
メートル未
満の管の埋
設

外径が0.07
メートル未
満のもの

１メートル
につき１年

17円 外径が0.4
メートル未
満の管の埋
設

外径が0.07
メートル未
満のもの

外径が0.15
メートル以
上 0.2 メ ー
トル未満の
もの

47円 外径が0.15
メートル以
上 0.2 メ ー
トル未満の
もの

55円

外 径 が 0.2
メートル以
上 0.3 メ ー
トル未満の
もの

71円 外 径 が 0.2
メートル以
上 0.3 メ ー
トル未満の
もの

82円

１メートル
につき１年

19円

外径が0.07
メートル以
上 0.1 メ ー
トル未満の
もの

24円

その他の敷地 近傍類似の土地の１平方メー
トル当たりの価格に100分の
５を乗じて得た額（その額が
10円に満たない場合にあって
は，10円）

その他の敷地 近傍類似の土地の１平方メー
トル当たりの価格に100分の
５を乗じて得た額（その額が
10円に満たない場合にあって
は，10円）

漁業および養殖用水面 20円 漁業および養殖用水面 20円

採草および放牧用敷地 近傍の畑の用に供している土
地の１平方メートル当たりの
小作料の標準額に100分の60
を乗じて得た額

採草および放牧用敷地 近傍の畑の用に供している土
地の１平方メートル当たりの
小作料の標準額に100分の60
を乗じて得た額

鉄道および軌道敷地 80円
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第１種電柱 第１種電柱

第２種電柱 第２種電柱

第３種電柱 第３種電柱

第１種電話
柱

第１種電話
柱

第２種電話
柱

第２種電話
柱

第３種電話
柱

第３種電話
柱

その他の柱
類

その他の柱
類

共架電線そ
の他上空に
設ける線類

共架電線そ
の他上空に
設ける線類

鉄塔 鉄塔

２　１件の占用に係る許可の面積もしくは物件の長さが０．０１平
方メートルもしくは０．０１メートル未満であるとき，または当該
面積もしくは物件の長さに０．０１平方メートルもしくは０．０１
メートル未満の端数があるときは，その全面積もしくは全長または
その端数の面積もしくは長さを切り捨てて計算するものとする。

２　１件の占用に係る許可の面積もしくは物件の長さが０．０１平
方メートルもしくは０．０１メートル未満であるとき，または当該
面積もしくは物件の長さに０．０１平方メートルもしくは０．０１
メートル未満の端数があるときは，その全面積もしくは全長または
その端数の面積もしくは長さを切り捨てて計算するものとする。

１基につき
１年

790円 １基につき
１年

910円

１本につき
１年

510円

680円 790円

920円 1,100円

備考 備考
１　占用に係る許可の期間が１年未満であるとき，または当該期間
に１年未満の端数があるときは月割りをもって計算するものとし，
１月未満の端数があるときは１月として計算するものとする。

１　占用に係る許可の期間が１年未満であるとき，または当該期間
に１年未満の端数があるときは月割りをもって計算するものとし，
１月未満の端数があるときは１月として計算するものとする。

40円 46円

１メートル
につき１年

4円 １メートル
につき１年

5円

400円 460円

630円 730円

870円 1,000円

１本につき
１年

440円

外 径 が 0.3
メートル以
上のもの

95円 外 径 が 0.3
メートル以
上のもの

110円
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３　土石採取料その他の河川産出物採取料 ３　土石採取料その他の河川産出物採取料

区分 区分
土砂 土砂

砂 砂

切込砂利 切込砂利

砂利 砂利

栗石 栗石

玉石 玉石

転石 転石

172円80銭 直径８センチメートル以上15
センチメートル未満のもの

176円 直径８センチメートル以上15
センチメートル未満のもの

226円80銭 直径15センチメートル以上30
センチメートル未満のもの

231円 直径15センチメートル以上30
センチメートル未満のもの

172円80銭 直径0.5センチメートル以上
８センチメートル未満のもの
で土砂交じりのもの

176円 直径0.5センチメートル以上
８センチメートル未満のもの
で土砂交じりのもの

172円80銭 直径0.5センチメートル以上
８センチメートル未満のもの
で土砂を含まないもの

176円 直径0.5センチメートル以上
８センチメートル未満のもの
で土砂を含まないもの

961円20銭 直径30センチメートル以上の
もの

979円 直径30センチメートル以上の
もの

１立方メー
トル

140円40銭 客土用または盛土用土砂で砂
利の入らないもの

１立方メー
トル

143円 客土用または盛土用土砂で砂
利の入らないもの

172円80銭 直径0.5センチメートル未満
のもの

176円 直径0.5センチメートル未満
のもの

単位 単価 摘要 単位 単価 摘要

３　第１種電柱とは，電柱（当該電柱に設置される変圧器を含む。
以下同じ。）のうち３条以下の電線（当該電柱を設置する者が設置
するものに限る。以下この項において同じ。）を支持するものを，
第２種電柱とは，電柱のうち４条または５条の電線を支持するもの
を，第３種電柱とは，電柱のうち６条以上の電線を支持するものを
いうものとする。

３　第１種電柱とは，電柱（当該電柱に設置される変圧器を含む。
以下同じ。）のうち３条以下の電線（当該電柱を設置する者が設置
するものに限る。以下この項において同じ。）を支持するものを，
第２種電柱とは，電柱のうち４条または５条の電線を支持するもの
を，第３種電柱とは，電柱のうち６条以上の電線を支持するものを
いうものとする。

４　第１種電話柱とは，電話柱（電話その他の通信または放送の用
に供する電線を支持する柱をいい，電柱であるものを除く。以下同
じ。）のうち３条以下の電線（当該電話柱を設置する者が設置する
ものに限る。以下この項において同じ。）を支持するものを，第２
種電話柱とは，電話柱のうち４条または５条の電線を支持するもの
を，第３種電話柱とは，電話柱のうち６条以上の電線を支持するも
のをいうものとする。

４　第１種電話柱とは，電話柱（電話その他の通信または放送の用
に供する電線を支持する柱をいい，電柱であるものを除く。以下同
じ。）のうち３条以下の電線（当該電話柱を設置する者が設置する
ものに限る。以下この項において同じ。）を支持するものを，第２
種電話柱とは，電話柱のうち４条または５条の電線を支持するもの
を，第３種電話柱とは，電話柱のうち６条以上の電線を支持するも
のをいうものとする。

５　共架電線とは，電柱または電話柱を設置する者以外の者が当該
電柱または電話柱に設置する電線をいうものとする。

５　共架電線とは，電柱または電話柱を設置する者以外の者が当該
電柱または電話柱に設置する電線をいうものとする。

2
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芝草 芝草

木杭 木杭

粗朶 粗朶

帯梢 帯梢

備考備考
１件の採取に係る許可の採取量が１立方メートル，１平方メートル
または100キログラム未満であるときは１立方メートル，１平方メー
トルまたは100キログラムとして計算するものとし，当該採取量に１
立方メートル，１平方メートルまたは100キログラム未満の端数があ
るときはその端数を１立方メートル，１平方メートルまたは100キロ
グラムとして計算するものとする。

１件の採取に係る許可の採取量が１立方メートル，１平方メートル
または100キログラム未満であるときは１立方メートル，１平方メー
トルまたは100キログラムとして計算するものとし，当該採取量に１
立方メートル，１平方メートルまたは100キログラム未満の端数があ
るときはその端数を１立方メートル，１平方メートルまたは100キロ
グラムとして計算するものとする。

あ し ， か
や，ささお
よび雑草

75円60銭 あ し ， か
や，ささお
よび雑草

100キログ
ラム

77円100キログ
ラム

１平方メー
トル

54円 １平方メー
トル

55円

１束（25
本）

108円 １本につき元口径３センチ
メートルで長さ3.5メートル
のものを標準とする。

１束（25
本）

110円 １本につき元口径３センチ
メートルで長さ3.5メートル
のものを標準とする。

１束 108円 胴径30センチメートルで元口
径４センチメートル以内，長
さ1.2メートルのものを標準
とする。

１束 110円 胴径30センチメートルで元口
径４センチメートル以内，長
さ1.2メートルのものを標準
とする。

64円80銭 胴径30センチメートルで長さ
3.5メートルのものを標準と
する。

66円 胴径30センチメートルで長さ
3.5メートルのものを標準と
する。

2
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５ 函館市都市公園条例の一部を改正する条例の骨子

（1）改正理由

都市公園の占用料の額を改定し，および高齢者，障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法律の一部改正に伴い規定を整備するため。

（2）改正内容

ア 道路占用料の改定に準じ，都市公園の占用料の額を改定する。

イ 高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律の一部改

正に伴い規定を整備する。

（3）施行期日

令和３年４月１日から施行する。
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函館市都市公園条例新旧対照表

現 行 改 正 案

（一時使用目的の特定公園施設） （一時使用目的の特定公園施設）

第２条の９ 災害等のため一時使用する特定公園施設（移動等円滑化法第 第２条の９ 災害等のため一時使用する特定公園施設（移動等円滑化法第

２条第13号に規定する特定公園施設をいう。以下同じ。）の設置につい ２条第15号に規定する特定公園施設をいう。以下同じ。）の設置につい

ては，この章の規定によらないことができる。 ては，この章の規定によらないことができる。

別表４（第13条関係） 別表４（第13条関係）

占用区分 占用料 占用区分 占用料

単位 金額 単位 金額

電柱 第１種電柱 １本につき１年 円 電柱 第１種電柱 １本につき１年 円
440 510

第２種電柱 680 第２種電柱 790

第３種電柱 920 第３種電柱 1,100

電話柱 第１種電話柱 １本につき１年 400 電話柱 第１種電話柱 １本につき１年 460

第２種電話柱 630 第２種電話柱 730

第３種電話柱 870 第３種電話柱 1,000

その他の柱類 １本につき１年 40 その他の柱類 １本につき１年 46

共架電線その他上空に設 長さ１メートルにつき１年 4 共架電線その他上空に設 長さ１メートルにつき１年 5
ける線類 ける線類
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変圧塔その他これに類す １個につき１年 790 変圧塔その他これに類す １個につき１年 910
るものおよび公衆電話所 るものおよび公衆電話所

水道管，下水道管，ガス 外径が0.07メート 長さ１ 17 水道管，下水道管，ガス 外径が0.07メート 長さ１ 19
管その他これらに類する ル未満のもの メート 管その他これらに類する ル未満のもの メート
もの ルにつ もの ルにつ

外径が0.07メート き１年 24 外径が0.07メート き１年 27
ル以上0.1メートル ル以上0.1メートル
未満のもの 未満のもの

外径が0.1メートル 36 外径が0.1メートル 41
以上0.15メートル 以上0.15メートル
未満のもの 未満のもの

外径が0.15メート 47 外径が0.15メート 55
ル以上0.2メートル ル以上0.2メートル
未満のもの 未満のもの

外径が0.2メートル 71 外径が0.2メートル 82
以上0.3メートル未 以上0.3メートル未
満のもの 満のもの

外径が0.3メートル 95 外径が0.3メートル 110
以上0.4メートル未 以上0.4メートル未
満のもの 満のもの

外径が0.4メートル 170 外径が0.4メートル 190
以上0.7メートル未 以上0.7メートル未
満のもの 満のもの

外径が0.7メートル 240 外径が0.7メートル 270
以上１メートル未 以上１メートル未
満のもの 満のもの

外径が１メートル 470 外径が１メートル 550
以上のもの 以上のもの

2
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郵便差出箱および信書便 １個につき１年 330 郵便差出箱および信書便 １個につき１年 380
差出箱 差出箱

警察署の派出所およびこ 占用面積１平方メートルに 30 警察署の派出所およびこ 占用面積１平方メートルに （略）
れに附属する物件ならび つき１月 れに附属する物件ならび つき１月
に天体，気象または土地 に天体，気象または土地
の観測施設 の観測施設

競技会，展示会，博覧会 占用面積１平方メートルに 35 競技会，展示会，博覧会 占用面積１平方メートルに （略）
，集会その他これらに類 つき１日 ，集会その他これらに類 つき１日
する催しのための仮設工 する催しのための仮設工
作物 作物

露店 占用面積１平方メートル 17 露店 占用面積１平方メートル 19
につき１日 につき１日

標識 １本につき１年 630 標識 １本につき１年 730

橋ならびに道路，鉄道お 占用面積１平方メートルに 790 橋ならびに道路，鉄道お 占用面積１平方メートルに 910
よび軌道で高架のものな つき１年 よび軌道で高架のものな つき１年
らびに索道ならびに鋼索 らびに索道ならびに鋼索
鉄道 鉄道

工事用板囲い，足場，詰 占用面積１平方メートルに 170 工事用板囲い，足場，詰 占用面積１平方メートルに 190
所その他の工事用施設お つき１月 所その他の工事用施設お つき１月
よび土石，竹木，かわら よび土石，竹木，かわら
その他の工事用材料 その他の工事用材料

備 考 （略） 備 考 （略）

3
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６ 公の施設の指定管理者の指定について

(1) 函館市桟橋駐車場，函館市函館駅前広場駐車場および函館市若松町駐車場の

指定管理者

ア 公の施設の名称および位置

(ｱ) 名称 函館市桟橋駐車場

位置 函館市若松町１０番

(ｲ) 名称 函館市函館駅前広場駐車場

位置 函館市若松町１２番

(ｳ) 名称 函館市若松町駐車場

位置 函館市若松町１３番

イ 指定管理者の住所，名称および代表者の氏名

住所 函館市本通１丁目２５番１０号

名称 セントラル警備株式会社

代表者の氏名 代表取締役 田代 義明

ウ 指定の期間

令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで

エ 候補者の選定

(ｱ) 応募団体の名称

セントラル警備株式会社

(ｲ) 評価内容

評価基準に基づき，６名の選定委員が個別に評価・採点を行い，適当と

認められるため候補者とした。
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評 価

セントラル警備評 価 基 準 配点

株式会社

1 施設設置の目的が達成できるか 40 35

2 市民の平等利用が確保され，市民サービス 40 35

の向上が図られるか

3 収支計画は，管理運営上支障のない内容と 30 25

なっているか

4 事業計画に沿った管理を安定して行う物的 30 26

・人的能力があるか

5 緊急時対応などの体制が確立されているか 20 16

6 個人情報保護の適正な管理が図られるか 10 8

7 雇用の安定と雇用環境の向上が図られるか 40 31

8 環境に配慮した経営を行っているか 10 6

9 障がい者の雇用など，福祉対策に取り組ん 10 6

だ経営を行っているか

10 地域活動との関わりや地域に対する貢献が 20 16

図られるか

11 個別項目（施設の管理に関する特徴的な事 50 37

項）

12 提案金額の比較について 200 200

合 計 500 441

オ 管理委託料

６８，０００千円
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整理 起　　　　　点 幅　員 延　長

番号 終　　　　　点 m m

青柳町３４番１地先から

青柳町３４番３地先まで

湯川町２丁目５番１７地先から

湯川町２丁目５番６地先まで

日吉町１丁目１６番３地先から

日吉町１丁目１６番１７６地先まで

日吉町２丁目１６番１３５地先から

日吉町２丁目１６番１９３地先まで

日吉町３丁目４３番１９地先から

日吉町３丁目４３番１９地先まで

日吉町４丁目６４番１５地先から

東山町１６８番１３地先まで

上湯川町２９５番５地先から

上湯川町３０１番５６地先まで

本通４丁目３８３番２６地先から

本通４丁目３８３番５地先まで

本通４丁目３８６番５５地先から

本通４丁目３９１番５地先まで

本通４丁目３８６番５８地先から

本通４丁目３８６番６１地先まで

神山町２５７番３地先から

神山３丁目１６８番２地先まで

神山３丁目１４９番６０地先から

神山３丁目１５２番９９地先まで

神山３丁目１４９番８８地先から

神山３丁目１４１番２１地先まで

神山３丁目１７２番２地先から

神山３丁目１６０番３地先まで

神山３丁目１１０番４地先から

神山３丁目１０９番２５地先まで
83

4640

街路整備

開発行為および市
有道路

神山３－５６号線

神山３－５７号線

神山３－５８号線

4638 神山１１号線

188

1,518

64

146

6.55
～8.50

332

4639

4636

神山３－５５号線 6.00 17

4641

4642

6.00

6.00

6.00

本通４－３４号線 98
7.00

～8.00

4637 本通４－３５号線 5.00 56

4634 上湯川６６号線 141

4635 本通４－３３号線
4.00

～4.60
63

10.16
～16.80

寄附

4.00

4.004629 湯川２－３６号線

4630 日吉１－３６号線

4633 日吉４－５１号線

4632

北海道から引継ぎ

寄附

北海道から引継ぎ

北海道から引継ぎ

4628

認　定　理　由

寄附

路線の見直し

路線の見直し

4631

青柳２４号線 36

62

8.00
～11.00

10.45
～86.09

8.00
～11.00

日吉２－７３号線

路線の見直し

街路整備

路線の見直し

路　線　名

開発行為日吉３－４２号線
8.00

～13.00
117

183

７　市道の路線認定および廃止ならびに変更について

  (1) 市道路線認定調書

寄附
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整理 起　　　　　点 幅　員 延　長

番号 終　　　　　点 m m

東山２丁目６９番４７地先から

東山２丁目６９番３３地先まで
4643 東山２－５３号線 6.00 197

寄附および市有道
路

計 １６路線 3,301

  (1) 市道路線認定調書

路　線　名 認　定　理　由
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整理 起　　　　　点 幅　員 延　長

番号 終　　　　　点 m m

青柳町１８番１地先から

青柳町３７番１地先まで
路線の見直し

路　線　名 廃　止　理　由

住吉広路 55.00

△１路線 △ 272計

  (2) 市道路線廃止調書

14 △ 272
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整理 起　　　　　点 幅　員 延　長

番号 終　　　　　点 m m

青柳町３７番１地先から

青柳町３７番１７地先まで

谷地頭町１番５地先から

青柳町３７番１７地先まで

谷地頭町７番１地先から

青柳町１７番地先まで

谷地頭町７番１地先から

青柳町４５番地先まで

日吉町１丁目１６番１９７地先から

日吉町１丁目１６番１７０地先まで

日吉町１丁目１６番１９７地先から

日吉町２丁目１６番２６４地先まで

日吉町１丁目１６番１６７地先から

日吉町１丁目１６番１５６地先まで

日吉町２丁目１６番２６４地先から

日吉町１丁目１６番１５６地先まで

日吉町１丁目１８番７地先から

日吉町１丁目３番２１地先まで

日吉町１丁目１８番８地先から

日吉町１丁目３番２１地先まで

日吉町２丁目１６番１０地先から

日吉町１丁目１９番１地先まで

日吉町２丁目１６番１０地先から

日吉町１丁目１８番８地先まで

日吉町２丁目１６番６０地先から

日吉町２丁目１６番１７９地先まで

日吉町２丁目１６番２６４地先から

日吉町２丁目１６番１７９地先まで

文教通整備事業
に伴う起点の変
更

新
4.00

～5.50
60

新
5.45

～10.00
277

4564 日吉２－６９号線

旧 4.00 43

新
5.00

～6.20
157

4366 日吉２－５７号線

旧
6.00

～10.00
257

文教通整備事業
に伴う終点の変
更

新
5.50

～6.00
55

4561 日吉１－３２号線

旧
5.00

～6.20
137

文教通整備事業
に伴う起点の変
更

新
5.50

～8.00
220

4560 日吉１－３１号線

旧 6.00 37
文教通整備事業
に伴う起点の変
更

新
7.30

～11.00
384

4559 日吉１－３０号線

旧 8.00 202
文教通整備事業
に伴う終点の変
更

新 11.00 603

260 谷地頭１号線

旧
7.30

～11.00
362

住吉広路廃止に
伴う終点の変更

15 住吉漁港通

旧 11.00 347

住吉広路廃止に
伴う起点の変更

  (3) 市道路線変更調書

路　線　名
旧
新
別

変更理由
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整理 起　　　　　点 幅　員 延　長

番号 終　　　　　点 m m

日吉町２丁目１６番６５地先から

日吉町２丁目１６番３３地先まで

日吉町２丁目１６番２６４地先から

日吉町２丁目１６番３３地先まで

上湯川町２９３番１９地先から

旭岡町２９番２８地先まで

上湯川町３０１番１地先から

旭岡町２９番２８地先まで

上湯川町２９３番６１地先から

上湯川町２９５番８地先まで

上湯川町２９６番１地先から

上湯川町２９５番５地先まで

上湯川町３０８番１８地先から

上湯川町３０２番１地先まで

上湯川町３０１番６２地先から

上湯川町３０１番３７地先まで

本通４丁目３８９番４１地先から

本通４丁目３８９番３０地先まで

本通４丁目３８９番４１地先から

本通４丁目３９１番６地先まで

陣川町５５番１２地先から

陣川町５３番１１地先まで

陣川町５５番１２地先から

陣川町５３番１１地先まで

神山１丁目１９４番１地先から

神山町２５０番２地先まで

神山１丁目２２６番１４地先から

神山３丁目１０２番６地先まで
新

7.82
～8.92

237

1800 神山１－１号線

旧
6.60

～9.20
618

中道四稜郭通整
備事業に伴う起
終点の変更

4622 陣川４４号線

旧
8.50

～11.60
378

昭和団地通整備
事業に伴う起点
の変更

新
8.50

～11.60
376

1751 本通４－１１号線

旧 8.00 135

新 8.00 190

4591 上湯川６５号線

旧
8.00

～14.30
481 函館空港イン

ター線整備事業
に伴う起終点の
変更新

8.00
～14.30

160

4570 上湯川６４号線

旧
8.60

～16.80
330

道路事業完了に
伴う起終点の変
更

新
8.60

～16.80
194

1269 上湯川４３号線

旧
7.20

～9.00
1,562 函館空港イン

ター線整備事業
に伴う起点の変
更新

7.20
～9.00

1,444

4565 日吉２－７０号線

旧 4.00 42

寄附に伴う終点
の変更

  (3) 市道路線変更調書

路　線　名
旧
新
別

変更理由

文教通整備事業
に伴う起点の変
更

新
4.00

～5.50
60
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整理 起　　　　　点 幅　員 延　長

番号 終　　　　　点 m m

神山１丁目２２６番２地先から

神山１丁目２２５番２０地先まで

神山１丁目２２６番２地先から

神山１丁目２２５番２０地先まで

神山３丁目１３６番５７地先から

神山３丁目１４９番２３地先まで

神山３丁目１３１番１０２地先から

神山３丁目１４９番２３地先まで

神山３丁目４番４６地先から

神山３丁目４番５０地先まで

神山３丁目４番８８地先から

神山３丁目４番４１地先まで

神山３丁目１番６１地先から

神山３丁目４番６６地先まで

神山３丁目１番４８地先から

神山３丁目４番１０７地先まで

神山３丁目１５２番１地先から

神山３丁目１５２番６３地先まで

神山３丁目１５２番１５地先から

神山３丁目１５２番６３地先まで

神山３丁目１４１番３７地先から

神山３丁目１４９番６３地先まで

神山３丁目１４９番６１地先から

神山３丁目１４９番６３地先まで

神山３丁目１４１番３７地先から

神山３丁目１４９番８３地先まで

神山３丁目１４９番５８地先から

神山３丁目１４１番７地先まで

新
4.00

～13.00
244

1840 神山３－３２号線

昭和団地通整備
事業に伴う起点
の変更

新
4.00

～8.18
156

1832 神山３－２４号線

旧 4.00 63
昭和団地通整備
事業に伴う起終
点の変更

137

1812 神山３－４号線

旧
8.00

～10.00
311

2479 神山１－４号線

旧 6.00 149
中道四稜郭通整
備事業に伴う起
点の変更

新
6.42

～6.50

新 8.00 268

2547 神山３－３４号線

旧 8.00 102

旧 8.00 449
昭和団地通整備
事業に伴う終点
の変更

中道四稜郭通整
備事業に伴う起
点の変更

新 8.00 94

2651 神山３－３７号線

旧 6.00 330

新 6.00 88

2652 神山３－３８号線

旧 6.00 80

昭和団地通整備
事業に伴う起点
の変更

昭和団地通整備
事業に伴う起終
点の変更

新 6.00 234

  (3) 市道路線変更調書

路　線　名
旧
新
別

変更理由
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整理 起　　　　　点 幅　員 延　長

番号 終　　　　　点 m m

東山町１５７番３８地先から

東山町１６０番２４地先まで

東山町１５７番１７０地先から

東山町１５９番２地先まで

東山町１５８番２地先から

東山町１５７番２３地先まで

東山町１６０番２３地先から

東山町１５７番１６８地先まで

美原１丁目２１３番１地先から

美原１丁目２１３番１地先まで

美原１丁目２１３番１８地先から 一部未供用
(41)

美原１丁目２１３番１地先まで 132

(41) （　）未供用

△ 1,053

延　長

(+41m)

+1,976m
＋15路線

路線数

市道路線増減合計

計 (２４)路線

所管替に伴う終
点の変更

新
6.00

～8.50

3773 美原１－３４号線

旧 8.50 91

7.27 732
臨空工業団地線
整備事業に伴う
終点の変更

新
7.27

～44.00

2481 東山３号線

旧
16.00

～90.50
1,047

802

2480 東山２号線

旧

臨空工業団地線
整備事業に伴う
起点の変更

新
17.00

～72.00
660

路　線　名
旧
新
別

変更理由

  (3) 市道路線変更調書
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